
第67回
定時株主総会
招集ご通知

証券コード：9051

日時 2026年６月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

場所
宮城県名取市下余田字中荷672番地の１
センコン物流株式会社
名取本社会議室

■ 決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名

選任の件
第４号議案 退任取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）及び退任
監査等委員である取締役に対
する退職慰労金贈呈の件
株主総会お土産について

株主総会ご出席株主様へのお土産の配布はございません。
ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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証券コード 9051
2026年６月10日

（電子提供措置の開始日2026年６月４日）
株 主 各 位

宮城県名取市下余田字中荷672番地の1

代表取締役会長兼CEO 久保田 晴 夫

第67回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第67回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第67回定時株主総会招集ご通知」及び「第67回定時株主総会その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.senkon.co.jp/ir
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類/ＰＲ情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、「議決権行使につい
てのご案内」に従って、2026年６月25日(木曜日)午後６時00分までに議決権を行使してくださ
いますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
2. 場 所 宮城県名取市下余田字中荷672番地の１

センコン物流株式会社 名取本社会議室
（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第67期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内

容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

2. 第67期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容
報告の件
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員で

ある取締役に対する退職慰労金贈呈の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
［お願い］
〇当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

○株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、下記の事項を
記載しておりません。
・連結株主資本等変動計算書
・連結注記表
・株主資本等変動計算書
・個別注記表

〇電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。
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2026年６月26日（金曜日） 2026年６月25日（木曜日） 2026年６月25日（木曜日）
午前10時

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

議決権行使についてのご案内

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

午後６時00分到着分まで 午後６時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３・４号議案

賛成の場合 「賛」の欄に〇印
反対する場合 「否」の欄に〇印
第２号議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
全員反対する場合 「否」の欄に〇印
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

※議決権行使書用紙はイメージです。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2
※  「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※  QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

見 本
見 本 見 本

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、株主の皆様への継続的かつ安定的な配当を実施していくこ
とを基本方針としておりますので、以下のとおり普通株式１株につき7円50銭を配当させてい
ただきたいと存じます。
これにより2025年12月5日に、普通株式１株につき7円50銭を中間配当としてお支払済み

ですので、当期の年間配当金は普通株式１株につき15円となります。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金7円50銭 37,055,393円
（3）剰余金の配当が効力を生ずる日

2026年６月29日

2026年05月27日 14時58分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 6 ―

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案におい

て同じです。）全員（７名）が任期満了となりますので、取締役５名の選任をお願いするもの
であります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１

久 保
く ぼ た

田 賢
けん

二
じ

（1974年５月21日生）

1999年４月 当社入社
2006年４月 当社営業本部部長兼第五営業部長
2007年７月 当社執行役員事業統括副部長兼第五営業部長
2009年６月 当社取締役執行役員第三営業部長
2011年６月 当社取締役常務執行役員経営企画室長兼営業

副本部長兼第二営業部長
2013年６月 当社取締役副社長
2015年４月 当社取締役副社長副社長執行役員
2017年６月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）
（重要な兼職の状況）
ＳＫロジネット㈱代表取締役社長
■取締役会への出席状況（2025年度） 13／13回（100％）

177,400株

【取締役候補者とする理由】
代表取締役社長社長執行役員として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な
役割を果たしており、その豊富な経験と知見に基づき、引き続き当社の持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上に活かしていくことを期待し取締役候補者としております

２

柴
しば

崎
さき

敏
とし

明
あき

（1962年10月20日生）

1981年３月 当社入社
2003年４月 当社総務部長
2005年６月 当社取締役総務部長
2007年７月 当社取締役執行役員法務部長兼管理副本部長
2011年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼法務部

長
2016年７月 当社常務取締役管理本部長兼内部監査室長
2024年 6 月 当社専務取締役管理本部長兼内部監査室長

（現任）
■取締役会への出席状況（2025年度） 13／13回（100％）

14,100株

【取締役候補者とする理由】
専務取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてお
り、管理部門における豊富な経験と実績に基づき、引き続きガバナンス強化及び経営全
般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３

久 保
く ぼ た

田 秀
ひで

揮
き

（1972年２月14日生）

2002年11月 ㈱ホンダベルノ埼玉南（現㈱ホンダカーズ埼
玉西）入社

2013年６月 同社東飯能店長
2016年６月 同社オートテラス狭山中央店長
2018年４月 同社取締役中古車担当部長
2018年10月 同社取締役中古車営業部長
2020年２月 同社取締役総務部長
2020年６月 当社取締役
2021年６月 当社取締役グループ会社担当（現任）
2022年４月 ㈱ホンダカーズ埼玉西取締役中古車事業部長
2023年４月 同社取締役第一事業部中古車部統括部長
2025年 4 月 同社取締役ＵーＣａｒ事業部統括部長
2026年４月 同社取締役第二事業部Ｕ−Ｃａｒ事業物流管

理グループ物流管理部長（現任）
■取締役会への出席状況（2025年度） 13／13回（100％）

79,000株

【取締役候補者とする理由】
取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしており、
グループ会社の営業・管理部門における豊富な経験と実績に基づき、引き続きグループ
ガバナンスの向上及び経営全般に係る事項等の役割を期待し取締役候補者としておりま
す。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

４

吉
よし

川
かわ

淳
じゅん

也
や

（1968年３月23日生）

2012年５月 当社入社 営業開発部長
2015年４月 当社執行役員営業副本部長兼本社営業部長
2017年４月 当社常務執行役員営業本部長兼フォワーディ

ング事業部長兼ＡＥＯ管理室長
2021年４月 当社専務執行役員営業本部長兼本社事業部長

兼ＡＥＯ管理室長
2021年６月 当社取締役専務執行役員営業本部長兼本社事

業部長兼ＡＥＯ管理室長
2024年４月 当社取締役専務執行役員国際物流事業管掌、

ＯＳ(製造／ＭＦ)・山形事業部管掌、営業本部
長兼ＡＥＯ管理室長

2025年６月 当社取締役専務執行役員ＧＬ事業部管掌、営
業統括部長兼ＡＥＯ管理室長

2026年４月 当社取締役専務執行役員営業統括本部長兼米
穀事業部長兼ＡＥＯ管理室長（現任）

（重要な兼職の状況）
山陰センコン物流㈱代表取締役社長
■取締役会への出席状況（2025年度） 12／13回（92％）

1,000株

【取締役候補者とする理由】
取締役専務執行役員として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果
たしており、これまでの営業基盤強化及び営業部門における豊富な経験と実績に基づ
き、引き続き営業基盤の拡大や品質向上に向けた施策の推進及び経営全般に係る事項等
の役割を期待し取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

５

花
はな

澤
ざわ

聡 一 郎
そう いち ろう

（1978年４月14日生)

2001年４月 当社入社
2013年４月 当社第三営業部長
2019年４月 当社執行役員本社営業部・ＯＳ事業部統括兼

本社営業部長
2021年10月 当社執行役員経営戦略室長
2023年６月 当社取締役執行役員経営戦略室長兼営業本部

部長
2023年10月 当社取締役執行役員経営戦略室長兼営業本部

副本部長兼本社事業部長
2024年10月 当社取締役執行役員ＯＳ（医薬／ＭＥ）事業

部管掌、経営戦略室長兼営業本部副本部長兼
本社事業部長

2025年６月 当社取締役専務執行役員経営戦略室長兼米穀
管理部長兼本社事業部長

2026年４月 当社取締役専務執行役員経営戦略室長兼本社
事業部長（現任）

■取締役会への出席状況（2025年度） 13／13回（100％）

11,700株

【取締役候補者とする理由】
取締役専務執行役員として経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果
たしており、これまでの経営戦略及び営業部門における豊富な経験と実績に基づき、引
き続き営業基盤の拡大や品質向上に向けた施策の推進及び経営全般に係る事項等の役割
を期待し取締役候補者としております。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の

損害賠償金及び訴訟費用を当該保険契約により填補することとしております。候補者は、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には当該保険契約を更新する予定でありま
す。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役川田増三氏が辞任されますので、新たに

監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

大
おお

塚
つか

貴
たか

史
ふみ

(1976年５月29日生)
[新任]

2001年10月 中央青山監査法人（後のみすず監査法人）入所
2005年４月 公認会計士登録
2007年８月 清和監査法人（現RSM清和監査法人）

パートナー就任
2010年10月 RSM Nelson Wheeler（現RSM Hong

Kong）Managing Director Japan
Practice就任

2018年12月 大塚貴史公認会計士事務所長（現任）
2019年７月 史彩監査法人代表社員就任
2023年７月 Mazars有限責任監査法人

（現Forvis Mazars Japan有限責任監査法人）
パートナー就任

2023年12月 日本フォームサービス㈱社外監査役就任
（現任）

2024年８月 佳生アドバイザリー㈱代表取締役就任（現任）
2025年１月 佳生監査法人代表社員就任（現任）
（重要な兼職の状況）
大塚貴史公認会計士事務所長
日本フォームサービス㈱社外監査役
佳生アドバイザリー㈱代表取締役
佳生監査法人代表社員

ー株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
大塚貴史氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、公認会計士の資格を有し、
また、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、長年にわたり監査法人の要
職を歴任しています。当社はその経験・能力を高く評価しており、同氏が社外取締役に
選任された場合の役割として、その知見を活かした監督とアドバイスをいただくことが
期待されるため、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。

（注）1. 監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 大塚貴史氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
3. 大塚貴史氏は、東京証券取引所（スタンダード市場）が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる

おそれのない独立役員として届け出る予定であります。
4. 当社は社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であり
ます。大塚貴史氏の選任が承認可決された場合は、同氏との間で同様の契約を締結する予定であります。
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5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる法律上の
損害賠償金及び訴訟費用を当該保険契約により填補することとしております。候補者は、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には当該保険契約を更新する予定でありま
す。
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第４号議案 退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役
に対する退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）を退任される久保田晴
夫氏及び團 雅義氏、監査等委員である取締役を辞任される川田増三氏に対し、在任中の労に
報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたく、その具体
的金額、贈呈の時期及び方法等は、退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）について
は取締役会に、退任監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議にご一
任願いたいと存じます。
本議案は、当社役員退職慰労金基準に沿って取締役会で決定しており、相当であると判断し

ております。
退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役の略歴は、

次のとおりであります。

氏 名 略 歴

久 保
く ぼ

田
た

晴
はる

夫
お

1993年11 月 当社常務取締役
1995年 ３ 月 当社代表取締役副社長
1997年 ６ 月 当社代表取締役社長
1999年 ６ 月 当社代表取締役会長兼社長兼CEO
2017年 ６ 月 当社代表取締役会長兼CEO（現任）

團
だん

雅
まさ

義
よし 2023年 ６ 月 当社社外取締役

2024年 ６ 月 当社取締役（現任）

川
かわ

田
だ

増
ます

三
ぞう

2021年 ６ 月 当社社外取締役監査等委員（現任）

以 上
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＜ご参考＞
本招集ご通知記載の候補者を原案どおりにご選任いただいた場合の取締役のスキルマトリックスは以下のとお

りとなります。

No 役員 氏 名 企業経営
営業
マーケ

ティング

法務
コンプライ
アンス

リスク管理

財務
会計

労務管理
人材開発

グローバル
ビジネス

ＩＴ
デジタル

1 取締役 久保田 賢二 ● ● ● ● ● ●

2 取締役 柴崎 敏明 ● ● ● ●

3 取締役 久保田 秀揮 ● ● ● ●

4 取締役 吉川 淳也 ● ● ● ● ●

5 取締役 花澤 聡一郎 ● ● ● ● ●

6 取締役
監査等委員 小柏 薫 ● ●

7 取締役
監査等委員 佐藤 裕一 ● ●

8 取締役
監査等委員 大塚 貴史 ● ●

（注）1．No１からNo５及びNo８が、本招集ご通知記載の候補者であります。
2．取締役監査等委員は、全員独立社外取締役であります。
3．本表は、各取締役の有する全てのスキルを表すものではありません。
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事 業 報 告
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や企業収益の底堅さを背景
に、個人消費や設備投資に持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移しまし
たが、一方で物価上昇の継続や中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇に加え、為替
や金融市場の変動などもあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。
当社グループを取り巻く経営環境におきましては、物流事業において国内貨物輸送量が力

強さを欠くなか、人手不足や燃料費の高止まりなどに加え、乗用車販売事業においては自動
車需要の構造変化や整備要員の慢性的な不足もあり、企業活動を取り巻く環境は依然として
厳しい状況が続いております。
このような経営環境のなかで当社グループは、引き続き各事業分野において社会環境等の

変化や顧客ニーズに対応したソリューション型の営業活動及びＣＳ（顧客満足度）活動を展
開するとともに、継続した３ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業、アウトソーシング事業、
フォワーディング事業、レコードマネジメントサービス事業及びトランクルーム事業の専業
化に注力し、各事業分野における新たな領域での戦略を推進しながら、事業の伸長に努めて
まいりました。
この結果、当連結会計年度の営業収益は、運送事業において化学製品等の輸送量及び乗用

車販売事業の新車販売において高価格帯車両の販売が増加したことに加え、中古車販売なら
びにサービス部門（車検・点検修理等）の取扱いも堅調に推移したことなどにより、
19,919百万円（対前年同期比105.8％）となりました。利益面におきましては、増収効果
はあったものの、乗用車販売事業において新拠点のオープン費用と人件費の増加及び採石事
業において在庫製品（砕石）の収益性の低下を踏まえ、棚卸資産評価損を計上したことなど
により、営業利益は569百万円（対前年同期比70.0％）、経常利益は556百万円（対前年同
期比59.5％）、親会社株主に帰属する当期純利益は非支配株主に帰属する当期純利益が増加
したことなどにより、167百万円（対前年同期比33.0％）となりました。
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なお、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。
（運送事業）

運送事業につきましては、化学製品及び農業機械等の輸送量が増加したことなどにより、
営業収益は5,225百万円（対前年同期比107.9％）となりました。営業利益は、増収効果と
輸送車両のリース減価償却費等が減少したことなどにより、270百万円（対前年同期比
172.6％）となりました。

（倉庫事業）
倉庫事業につきましては、政府備蓄米放出の影響はあったものの、米穀出荷の付帯作業

（品質検査）及び建設関連貨物等の受注高が増加したことなどにより、営業収益は4,154百
万円（対前年同期比100.4％）となりました。営業利益は、外注費等の減少により、782百
万円（対前年同期比101.2％）となりました。

（乗用車販売事業）
乗用車販売事業につきましては、新車販売において高価格帯車両の販売が増加したことに

加え、中古車販売及びサービス部門（車検・点検修理等）の取扱いも堅調に推移したことに
より、営業収益は10,126百万円（対前年同期比106.8％）となりました。営業利益は、新
拠点のオープン費用と人件費の増加などにより、371百万円（対前年同期比87.7％）とな
りました。

（再生可能エネルギー事業）
再生可能エネルギー事業につきましては、太陽光発電において東北電力管内での出力制御

及び一部発電設備の故障に伴う出力低下の影響により、営業収益は215百万円（対前年同期
比94.4％）となりました。営業利益は、減収の影響により、53百万円（対前年同期比98.7
％）となりました。

（その他の事業）
その他の事業につきましては、不動産事業において販売物件が増加したことなどにより、

営業収益は277百万円（対前年同期比117.9％）となりました。営業損益は、採石事業にお
いて在庫製品（砕石）の収益性の低下を踏まえ、棚卸資産評価損を計上したことなどによ
り、289百万円の損失（前年同期は58百万円の損失）となりました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額はリースを含めて1,060百万円であ

り、その主な内容は次のとおりであります。
当連結会計年度中に実施した主要な設備投資
運送事業…輸送車両の取得
倉庫事業…RM事業部第六センターパレットラック設置工事、北上営業所屋外配管設備工

事、秋田営業所７号倉庫空調更新工事
乗用車販売事業…入間サービスセンター開設

（3）資金調達の状況
当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の所要資金は、自己資金と金融機関からの

借入金で賄いました。

（4）対処すべき課題
今後の当社グループを取り巻く経営環境におきましては、人手不足や燃料費の高止まりな

どに加え、物流業界における労働時間規制への対応や人件費の上昇など、事業運営コストの
増加が見込まれます。また、自動車販売市場においても少子高齢化による人口減少や消費者
行動の変化がもたらす生産・販売への影響など、先行き不透明な状況が続くものと思われま
す。
このような経営環境のなかで当社グループは、引き続き社会環境等の変化や顧客ニーズに

対応したソリューション型の営業活動及びCS（顧客満足度）活動の推進に努めながら、物
流事業においては、現場業務の効率化・最適化を一層推進するとともに、企業間物流におけ
る専業化の深化や適正運賃の確保とコスト管理の徹底に取り組んでまいります。乗用車販売
事業においては、市場環境の変化に対応しつつ、販売体制の強化及びサービス部門の充実に
より収益基盤の強化を図ってまいります。
また、ES（従業員満足度）経営の観点から、労働環境の改善、プロフェッショナルの育

成、安全教育、安全管理の徹底及び内部管理体制の充実に取り組むとともに、当社グループ
間での情報共有を一層強化し、事業ポートフォリオの最適化を推進することで、経営資源の
有効活用と適切な配分を図り、資産効率の向上と財務基盤の強化に努めてまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第64期
（2023年３月期）

第65期
（2024年３月期）

第66期
（2025年３月期）

第67期
（当連結会計年度）
（2026年３月期）

営 業 収 益 （千円） 16,249,195 17,543,417 18,824,835 19,919,026
経 常 利 益 （千円） 802,429 588,079 935,308 556,355
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （千円） 522,122 383,878 506,407 167,333

１株当たり当期純利益 （円） 102.99 76.70 101.65 33.71

総 資 産 （千円） 17,548,215 18,029,245 18,836,671 18,631,793
純 資 産 （千円） 5,399,003 5,760,651 6,123,975 6,436,487

（6）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
㈱ ホ ン ダ カ ー ズ 埼 玉 西 90,000千円 79.8％ 乗用車販売事業

㈱センコンエンタープライズ 30,000 100.0
乗用車販売事業、再生可能エ
ネルギー事業、不動産事業、
リース事業、葬祭事業、採石
事業

③ 当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
運送事業 一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、国際航空海上貨物取扱

業、３ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業
倉庫事業 倉庫業、通関業、３ＰＬ（企業物流の包括的受託）事業、商物一体物流

サービス事業
乗用車販売事業 本田技研工業㈱製造車両の仕入・販売・修理、他メーカーの新・中古自

動車の仕入・販売・修理事業
再生可能エネル
ギー事業

太陽光発電事業、小型風力発電事業

その他の事業 不動産事業、リース事業、物流機器等の仕入・販売事業、葬祭事業、採
石事業
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（8）主要な営業所（2026年３月31日現在）
① 当社
仙 台 本 社 （宮城県仙台市青葉区） 金ケ崎物流センター （岩手県胆沢郡金ケ崎町）
名 取 本 社 （宮城県名取市） 盛 岡 営 業 所 （岩手県紫波郡矢巾町）
本 社 営 業 所 （宮城県名取市） 秋 田 営 業 所 （秋田県秋田市）
仙台空港営業所 （宮城県名取市） 山 形 営 業 所 （山形県天童市）
ＲＭ事業部第一センター （宮城県仙台市太白区） 東根物流センター （山形県東根市）
仙 台 港 営 業 所 （宮城県仙台市宮城野区） 東根第二物流センター （山形県東根市）
ＲＭ事業部第二センター （宮城県名取市） 福 島 営 業 所 （福島県本宮市）
古 川 営 業 所 （宮城県大崎市） 新 潟 営 業 所 （新潟県北蒲原郡聖籠町）
仙台北部ロジスティクスセンター （宮城県黒川郡大和町） ＲＭ事業部第六センター （群馬県邑楽郡千代田町）
北 上 営 業 所 （岩手県北上市） 東 京 営 業 所 （東京都江東区）
花 巻 営 業 所 （岩手県花巻市）

（注） 登記上の本店所在地は、名取本社（宮城県名取市下余田字中荷672番地の１）となります。

② 主要な子会社
㈱ホンダカーズ埼玉西 本社（埼玉県狭山市）
㈱センコンエンタープライズ 本社（宮城県名取市）

（9）従業員の状況（2026年３月31日現在）
従 業 員 数 前期末比増減

473名 24名増

（注） 上記の従業員数には、臨時従業員158名（嘱託、パートタイマー、アルバイト）は含んでおりません。

（10）主要な借入先（2026年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 七 十 七 銀 行 1,888,800千円

農 林 中 央 金 庫 719,400

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 605,600

㈱ 東 邦 銀 行 529,240

㈱ 山 形 銀 行 467,888
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2. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 21,712,000株
（2）発行済株式の総数 5,651,000株（自己株式710,281株を含む）
（3）株主数 1,833名
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ロ ジ ス テ ィ ー ド ㈱ 500,000株 10.12％

花 澤 隆 太 465,677 9.43

㈱富士ロジテックホールディングス 452,000 9.15

久 保 田 純 子 436,024 8.83

㈱ プ ロ フ ィ ッ ト イ ノ ベ ー シ ョ ン 285,200 5.77

久 保 田 賢 二 177,400 3.59

久 保 田 晴 夫 169,500 3.43

㈱ 七 十 七 銀 行 148,000 3.00

㈲ ハ ナ ザ ワ ・ コ ー サ ン 79,779 1.61

久 保 田 秀 揮 79,000 1.60

（注）1. 当社は自己株式（710,281株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式（710,281株）を控除して計算し、小数点第３位以下を四捨五入して表示して

おります。

（5）その他株式に関する重要な事項
自己株式の取得
2025年２月12日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得

(1) 取得した株式の種類及び数 普通株式 30,900株
(2) 取得価額の総額 41,790千円
(3) 取得期間 2025年２月13日〜2025年12月31日
(4) 取得方法 東京証券取引所における市場買付け
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況
2024年3月15日開催の取締役会の決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １個につき91,400円
③ 新株予約権の行使条件 ア．新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株

予約権者」という。）は、権利行使時においても、
当社または当社子会社の取締役、執行役員、及び
従業員のいずれかの地位にあることを要するもの
とする。ただし、任期満了による退任、定年退
職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に
起因する退職、及び転籍その他正当な理由の存す
る場合に限り権利行使をなしうるものとする。

イ．新株予約権者が権利行使期間到来前に死亡した
場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。
ただし、新株予約権者が権利行使期間開始後に死
亡した場合に限り、その権利承継者がこれを行使
できるものとする。権利承継者につき相続が開始
された場合、その相続人は新株予約権を承継しな
い。

ウ．その他の条件については、取締役会決議に基づ
き、別途当社と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

④ 新株予約権の行使期間 2026年３月16日から2034年３月15日まで
⑤ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く） 2,000個 普通株式 200,000株 ６名
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4. 会社役員に関する事項（2026年３月31日現在）
（1）取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 兼 CEO 久保田 晴 夫
㈱ホンダカーズ埼玉西代表取締役会長、㈱センコンエン
タープライズ代表取締役会長兼社長、㈱センコンアグリ
宮城代表取締役社長、㈱センコン・マテリアル代表取締
役社長

代表取締役社長社長執行役員 久保田 賢 二 ＳＫロジネット㈱代表取締役社長
専 務 取 締 役 柴 崎 敏 明 管理本部長、内部監査室長
取 締 役 久保田 秀 揮 グループ会社担当

取 締 役 専 務 執 行 役 員 吉 川 淳 也 ＧＬ事業部管掌、営業統括部長、ＡＥＯ管理室長、山陰
センコン物流㈱代表取締役社長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 花 澤 聡一郎 経営戦略室長、米穀管理部長、本社事業部長
取 締 役 團 雅 義 山形事業部・ＯＳ（ＭＥ／ＭＦ）事業部管掌
取 締 役 （監 査 等 委 員） 小 柏 薫 小柏薫税理士事務所代表、東海カーボン㈱社外監査役
取 締 役 （監 査 等 委 員） 佐 藤 裕 一 弁護士法人杜協同法律事務所代表社員弁護士
取 締 役 （監 査 等 委 員） 川 田 増 三

（注）1. 取締役（監査等委員）小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三の各氏は、社外取締役であり、東京証券取引
所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ております。

2. 取締役（監査等委員）小柏 薫氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

3. 取締役（監査等委員）佐藤裕一氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見
を有しております。

4. 取締役（監査等委員）川田増三氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

5. 当社は監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置し、重要会議等を通じ
て情報の収集を行うほか、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することにより監査の実効性
を確保していることから、常勤の監査等委員を選任しておりません。
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6. 当社は経営意思決定の迅速化及び経営責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。
当期末における取締役を兼務している執行役員以外の執行役員は次のとおりであります。
地 位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 見 崎 以知郎 ＲＭ事業部管掌
常 務 執 行 役 員 佐 藤 義 則 東北事業部長、運輸部長
執 行 役 員 齋 藤 充 彦 管理本部部長、総務部長、安全品質部長、会長秘書室長
執 行 役 員 相 原 香 織 管理本部部長、人事部長

７. 2026年４月１日付で、以下の執行役員の担当に異動がありました。
地 位 氏 名 担 当

執 行 役 員 相 原 香 織 管理副本部長、人事部長
執 行 役 員 齋 藤 充 彦 管理本部部長、総務部長

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役（監査等委員）小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三の各氏と会社法第

427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生ずる損害を当該保険契約により填補することとしております。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役、監査等委員、執行役員等の主要な

業務執行者及び当社グループ会社役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額
当社が負担しております。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因し
て生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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（4）取締役の報酬等の額

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く） 202,720 190,357 ー 12,363 ７
（うち社外取締役） (ー) (ー) (ー) (ー)

取 締 役 （監 査 等 委 員） 11,537 11,537 ー ー ３
（うち社外取締役） (11,537) (11,537) (３)

合 計 214,258 201,894 ー 12,363 10
（うち社外取締役） (11,537) (11,537) (ー) (３)

（注）1. 2025年６月27日開催の第66回定時株主総会決議による限度額
取締役（監査等委員を除く） ７名 年額 250,000千円

2. 2017年６月29日開催の第58回定時株主総会決議による限度額
取締役（監査等委員） ３名 年額 24,000千円

3. 上記1.とは別枠で2023年６月29日開催の第64回定時株主総会において、ストックオプション報酬
として年額50,000千円以内、取締役に付与する新株予約権数上限2,000個以内、新株予約権１個当
たりの目的である株式の数を100株と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委
員及び社外取締役を除く。）の員数は７名です。

4. 非金銭報酬等は、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額で
あります。

5. 非金銭報酬等の内容は新株予約権（ストックオプション）であり、割当ての際の条件等は、「3. 会社
の新株予約権等に関する事項」に記載のとおりであります。

6. 上記報酬等の額の他、使用人兼務取締役の使用人給与相当額29,149千円を支給しております。
7. 上記報酬等の額の固定報酬に、当事業年度において費用計上した役員退職慰労引当金繰入額28,614

千円（取締役（監査等委員を除く）27,727千円、取締役（監査等委員）887千円）を含めておりま
す。

（5）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等
本方針は、当社取締役会において決定しております。

① 基本方針
当社取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図ることを目的に、個々の取締役の

報酬等の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とし、具体
的には職務執行の対価として毎月固定額を支給する「月次報酬」、各事業年度の業績等を
勘案して支給する「賞与」、在任中の功労に報いるため支給する「退職慰労金」としての
基本報酬及び非金銭報酬等により構成されるものとする。

② 月次報酬の個人別報酬額の決定に関する方針
当社取締役の月次報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、当社の業績及

び担当領域のグループ経営への大きさを総合的に勘案し、株主総会により決定した取締役
報酬の範囲内で、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は取締役会の決議により決
定するものとする。
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③ 取締役の賞与の内容及び額の決定に関する方針
当社取締役の賞与は、各事業年度の当社及び当社グループの業績並びに貢献度、その他

諸般の事情を総合的に勘案し、賞与を支給する場合、株主総会において支給対象となる取
締役及び支給総額を決定し、その後に取締役会において個人別の支給額及び支給時期を決
定するものとする。

④ 取締役の非金銭報酬等の内容及び額もしくは数またはその算定方法の決定方針
非金銭報酬等として、業績向上に対する意欲、士気を一層高め、更なる企業価値の向上

を図ることを目的とし、②の取締役報酬とは別枠で、株主総会により決定した株式報酬額
の範囲内で、ストックオプションとして発行する新株予約権を付与する。また、付与数は
役位に応じて決定するものとする。

⑤ 取締役の個人別報酬における基本報酬の額、非金銭報酬等の額の割合の決定方針
当社取締役の基本報酬の額または非金銭報酬等の額の各取締役の報酬等の額に対する割

合については、役位、職責、在任年数等を総合的に勘案し決定するものとする。
⑥ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額については、取締役
会決議に基づき代表取締役会長兼CEOの久保田晴夫がその具体的内容について委任を受
けるものとし、本権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取締役の担当
業務の評価においても適切な判断が可能であると考えているためであり、その権限の内容
は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事業等の業績等を踏まえた賞与の評価配
分とする。
また、退任取締役に対し、在任中の功労に報いるため、退職慰労金を支給する場合、株

主総会において当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を支給する
ことを決議し、その具体的金額、支給の時期及び方法等については、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）は取締役会の協議により決定するものとする。

当事業年度に係る取締役（監査等委員であるものを除く。）の個人別の報酬等の内容につ
いては、取締役会は、決定の概要につき報告を受け、その報告内容を基本方針と照らし合わ
せ、これに沿うものと判断しております。
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5. 社外役員に関する事項
（1）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

① 社外取締役（監査等委員）小柏 薫氏は、小柏薫税理士事務所の代表及び東海カーボン
㈱の社外監査役を兼職しております。当社と同事務所及び同社との間に取引関係はありま
せん。

② 社外取締役（監査等委員）佐藤裕一氏は、弁護士法人杜協同法律事務所の代表社員弁護
士を兼職しております。当社と同事務所との間で顧問契約を締結しておりますが、その顧
問料は僅少であります。

（2）主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

（3）当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員） 小 柏 薫

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、また監査等
委員会13回のうち13回に出席し、主に税理士としての専門的見
地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 佐 藤 裕 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、また監査等
委員会13回のうち13回に出席し、主に弁護士としての専門的見
地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員） 川 田 増 三

当事業年度に開催された取締役会13回のうち7回、また監査等
委員会13回のうち８回に出席し、主に公認会計士としての専門
的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。
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6. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 ＲＳＭ清和監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額

30,000千円
② 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

30,000千円
（注）1. 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係
る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると

認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を解任後最初に招
集される株主総会において報告いたします。
また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して

会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解
任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

2026年05月27日 14時58分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 27 ―

7. 会社の体制及び方針
業務の適正を確保する体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい

て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
（1）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役を含む役職員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を執行する
ため、「企業倫理規程」を定める。
また、その周知徹底を図るため、法務部門の強化を行い、コンプライアンス体制の整備と

充実に努め、代表取締役社長を委員長とした各部門の本部長等を構成員とする「リスク管理
委員会」を最低年１回開催し、倫理規程の見直しその他、職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための方策について見直しや対応を検討する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の意思決定及び職務の執行、取締役への報告等に関する重要な情報については、社

内規程に従うほか、法令に準拠した適切な保管・管理を行う。
また、取締役は、常時、これを閲覧できるものとする。

（3）損失の危機の管理に関する規程その他の体制
当社及び子会社の財務、法務、環境、情報セキュリティ、災害等に関するリスクについて

は、それぞれの担当部署にて、社内規程・業務マニュアル等を作成・配布し、必要に応じて
研修の実施を行うものとする。
また、リスク情報を集約し、職務執行への活用を図るとともに、緊急事態が生じた場合、

速やかに対応責任者となる担当取締役を定め、損失の危機に迅速に対応する体制を構築す
る。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を毎月１回開催し、法令に定められた事項や経営に関する重要事項について審
議、決定するとともに、取締役の職務執行の状況について監督する。
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② 経営戦略等の重要事項の意思決定のプロセスは、事前に常務会や経営会議を活用し、十
分な議論を重ねて執行決定を行うものとする。

③ 「組織・業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内規程に基づき、権限の委譲が行
われ、各レベルの責任者が適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保する。

（5）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は子会社の事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保するため「グループ会
社管理規程」を定め、この規程に従い所管部署が適正に管理し、内部監査室が「内部監査
規程」に基づき、子会社の監査を行う。

② 子会社については、経営の自主性を尊重しつつ、子会社の業務及び取締役等の職務の執
行に係る状況を定期的に当社の取締役会に報告し、重要な案件については、事前協議を行
い当社の承認を要する体制とする。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する監査等委
員会の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査等委員会は、必要に応じて監査等委員の業務補助のため補助者を置くこととし、そ
の人事については監査等委員会の同意のもと、取締役会が決定し、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）からの独立を確保する。

② 当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先して従
事するものとする。また、兼務する他部署の上長及び取締役（監査等委員である取締役を
除く。）は、当該業務の遂行にあたって要請があった場合は、必要な支援を行う。

（7）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための
体制及び報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

① 監査等委員は、取締役会のほか、重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握
するため、その他の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書や業務執行に関する重
要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用人
にその説明を求めることとする。
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② 当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人等は、次のような
当社及び子会社に重大な影響を及ぼす事項が発生又はその恐れがある場合は、速やかに監
査等委員会に報告する。
・財務及び事業に重大な影響を及ぼす事項
・重大な法令・定款違反
・その他コンプライアンス上重大な事項

③ 監査等委員会に対して前号の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益
な取扱いを受けないものとする。

（8）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたとき

は、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
又は債務を処理する。

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は、取締役会のほか、重要な会議に出席し意見を述べるとともに、代表取締役

及び会計監査人並びに内部監査人と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査等委
員会の監査の状況、監査上の重要課題等について意見交換し、併せて必要と判断される要請
を行う。

［反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況］
（1）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力との関係を根絶することを基本的な方針としており、企業倫理規程
及び行動基準細則に「社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対し
て、経済的な利益は供与しない」と定め、全社的に取り組んでいる。

（2）反社会的勢力排除に向けた整備状況
・具体的な対応に関してはマニュアル等を整備し、対応手順を明確にしている。
・万が一問題が生じた場合、対応統括部署である総務部が顧問弁護士や所轄警察署等の専門
家に相談のうえ、適切に対処するようにしている。

2026年05月27日 14時58分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 30 ―

[業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要]
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
（1）内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモニタリ
ングし、改善を進めております。

（2）コンプライアンス
当社は、当社及び子会社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスにつ

いて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取り組
みを継続的に行っております。
また、当社はコンプライアンス規程により相談・通報体制を設けており、コンプライアン

スの実効性向上に努めております。

（3）リスク管理体制
リスク管理委員会において、各部門及び子会社から報告されたリスクのレビューを実施し

て全社的な情報共有に努めたほか、当該リスクの管理状況について取締役会に報告いたしま
した。

（4）内部監査
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施いたしま

した。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 6,049,192 流 動 負 債 7,048,438

現 金 及 び 預 金 2,551,459 支払手形及び営業未払金 1,369,498
受取手形及び営業未収入金 1,546,648 短 期 借 入 金 1,709,000
営 業 貸 付 金 28,120 １年内返済予定の長期借入金 1,941,863
商 品 1,654,709 リ ー ス 債 務 146,394
貯 蔵 品 19,247 未 払 法 人 税 等 153,746
そ の 他 290,056 未 払 消 費 税 等 79,879
貸 倒 引 当 金 △41,049 前 受 金 1,006,522

固 定 資 産 12,582,600 賞 与 引 当 金 149,714
有 形 固 定 資 産 10,318,418 役 員 賞 与 引 当 金 21,800
建 物 及 び 構 築 物 2,718,870 そ の 他 470,019
機械装置及び運搬具 1,614,210 固 定 負 債 5,146,868
土 地 5,847,753 長 期 借 入 金 4,124,887
建 設 仮 勘 定 543 リ ー ス 債 務 402,301
そ の 他 137,040 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 307,179

無 形 固 定 資 産 64,429 退 職 給 付 に 係 る 負 債 218,115
借 地 権 13,978 長 期 未 払 金 7,412
ソ フ ト ウ ェ ア 41,029 資 産 除 去 債 務 51,876
電 話 加 入 権 8,986 そ の 他 35,096
施 設 利 用 権 434 負 債 合 計 12,195,306

投 資 そ の 他 の 資 産 2,199,752 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 586,748 株 主 資 本 5,839,772
長 期 貸 付 金 949,983 資 本 金 1,262,736
繰 延 税 金 資 産 240,564 資 本 剰 余 金 1,114,062
そ の 他 951,128 利 益 剰 余 金 4,003,684
貸 倒 引 当 金 △528,672 自 己 株 式 △540,711

その他の包括利益累計額 207,011
その他有価証券評価差額金 215,314
為 替 換 算 調 整 勘 定 △6,578
退職給付に係る調整累計額 △1,724

新 株 予 約 権 35,415
非支配株主持分 354,288

純 資 産 合 計 6,436,487
資 産 合 計 18,631,793 負債及び純資産合計 18,631,793
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連 結 損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 19,919,026
営 業 原 価 16,429,817

営 業 総 利 益 3,489,208
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,919,319

営 業 利 益 569,888
営 業 外 収 益

受 取 利 息 16,787
受 取 配 当 金 15,314
受 取 手 数 料 14,086
受 取 保 険 金 7,674
為 替 差 益 3,646
そ の 他 28,682 86,191

営 業 外 費 用
支 払 利 息 87,670
そ の 他 12,053 99,724
経 常 利 益 556,355

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 11,247
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 5,992 17,239

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1,500
固 定 資 産 除 却 損 2,583
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 7,311 11,395
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 562,199
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 324,420
法 人 税 等 調 整 額 △23,507 300,913
当 期 純 利 益 261,286
非支配株主に帰属する当期純利益 93,952
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 167,333
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,028,284 流 動 負 債 4,311,079

現 金 及 び 預 金 1,514,576 支 払 手 形 3,097
営 業 未 収 入 金 1,225,692 営 業 未 払 金 429,664
電 子 記 録 債 権 115,521 電 子 記 録 債 務 109,546
貯 蔵 品 17,330 短 期 借 入 金 1,325,000
貸 付 金 9,268 １年内返済予定の長期借入金 1,780,547
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 65,282 リ ー ス 債 務 135,114
前 払 費 用 57,964 未 払 金 26,295
そ の 他 50,568 未 払 費 用 218,238
貸 倒 引 当 金 △27,920 未 払 法 人 税 等 103,353

固 定 資 産 10,759,070 未 払 消 費 税 等 41,569
有 形 固 定 資 産 6,553,517 前 受 金 33,328
建 物 1,457,975 預 り 金 14,323
構 築 物 97,708 賞 与 引 当 金 91,000
機 械 及 び 装 置 25,014 固 定 負 債 4,602,145
車 両 運 搬 具 22,386 長 期 借 入 金 3,706,580
工 具 器 具 備 品 90,826 リ ー ス 債 務 386,393
土 地 4,392,841 資 産 除 去 債 務 14,400
リ ー ス 資 産 466,763 退 職 給 付 引 当 金 207,841

無 形 固 定 資 産 58,034 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 258,728
借 地 権 13,978 預 り 保 証 金 28,202
ソ フ ト ウ ェ ア 23,358 負 債 合 計 8,913,224
リ ー ス 資 産 13,582 純 資 産 の 部
電 話 加 入 権 7,114 株 主 資 本 4,623,844

投 資 そ の 他 の 資 産 4,147,518 資 本 金 1,262,736
投 資 有 価 証 券 582,393 資 本 剰 余 金 1,193,554
関 係 会 社 株 式 70,705 資 本 準 備 金 1,178,496
出 資 金 4,060 そ の 他 資 本 剰 余 金 15,058
出 資 積 立 金 19,009 利 益 剰 余 金 2,708,264
長 期 貸 付 金 255,337 利 益 準 備 金 79,478
関係会社長期貸付金 3,593,050 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,628,786
従 業 員 長 期 貸 付 金 5,087 別 途 積 立 金 1,000,000
破 産 更 生 債 権 等 14,051 繰 越 利 益 剰 余 金 1,628,786
長 期 前 払 費 用 2,231 自 己 株 式 △540,711
差 入 保 証 金 405,447 評 価 ・ 換 算 差 額 等 214,869
繰 延 税 金 資 産 92,039 その他有価証券評価差額金 214,869
そ の 他 268,014 新 株 予 約 権 35,415
貸 倒 引 当 金 △1,163,909 純 資 産 合 計 4,874,129
資 産 合 計 13,787,354 負債及び純資産合計 13,787,354
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損 益 計 算 書
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 9,068,803
営 業 原 価 8,037,976
営 業 総 利 益 1,030,827

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 602,767
営 業 利 益 428,059

営 業 外 収 益
受 取 利 息 34,173
受 取 配 当 金 15,058
受 取 保 険 金 7,674
車 両 賃 貸 収 入 7,307
そ の 他 17,827 82,041

営 業 外 費 用
支 払 利 息 74,047
車 両 賃 貸 料 7,264
そ の 他 8,484 89,796
経 常 利 益 420,304

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,881
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 75,574
関 係 会 社 株 式 売 却 益 134,121 216,577

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,548
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 187,011
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 7,311 196,871
税 引 前 当 期 純 利 益 440,010
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 196,389
法 人 税 等 調 整 額 2,119 198,508
当 期 純 利 益 241,501
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

センコン物流株式会社
取 締 役 会 御 中

Ｒ Ｓ Ｍ 清 和 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 本 拓 也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、センコン物流株式会社の2025年４

月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、センコン物流株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高
い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月21日

センコン物流株式会社
取 締 役 会 御 中

Ｒ Ｓ Ｍ 清 和 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 戸 谷 英 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 武 本 拓 也

＜計算書類等監査＞
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、センコン物流株式会社の

2025年４月１日から2026年３月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高
い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第67期事業年度にお

ける取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報
告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いた
しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携
の上、 重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＲＳＭ清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日
センコン物流株式会社 監査等委員会

監査等委員 小 柏 薫 ㊞
監査等委員 佐 藤 裕 一 ㊞
監査等委員 川 田 増 三 ㊞

（注）監査等委員小柏 薫、佐藤裕一及び川田増三は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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〈会場ご案内図〉

◎交通…JR東北本線 名取駅から徒歩15分
会 場 宮城県名取市下余田字中荷672番地の１

センコン物流株式会社 名取本社会議室
電話（022）382-6127（代表）
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